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株式会社ファーストの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 
当社は、株式会社ファースト（本社：宮城県仙台市宮城野区、代表取締役：今野春行）の全株式を取得し子会社

化する株式譲渡契約を本日付で締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 
 

記 
 
1． 株式取得の目的 

当社グループは、平成 30 年 3 月期を最終年度とする中期 3 ヵ年経営計画の総仕上げとして、スーパーマ

ーケット事業を中心とする構造改革の推進、成長ドライバーとしてのドラッグストア及びホームセンター（HC）
事業の業容拡大、組織基盤の強化に取り組んでおります。HC 事業におきましては、建築資材や農業資材の

強化により専門性を高めながら、競争力あるフォーマットへの転換を図ってまいりました。しかし近年、資材・工

具の分野において、品揃えや価格で競争力を持つインターネット販売業の影響が顕在化しつつあります。 

また、HC 事業では大型店を新設しながら品揃えを拡充してまいりましたが、中小型店においてプロ（職人）の

方々が必要とする品揃えが十分でないなど、課題を有しております。 
株式会社ファーストは、インターネット専業の資材・工具販売業であり、「セミプロ DIY 店ファースト楽天市場

店」や「ファースト Yahoo 店」などの販売サイトを通じて、プロ（職人）向けの資材・工具を販売しております。ガ

ソリンエンジン溶接機、電動工具、スポットヒーターなどを主力商品とし、約 20 万品目を取り扱っております。

同販売サイトは、同業種の販売サイトの中でも有数の実績を持つことから、同社のシステムやノウハウを基に、

HC 事業において店舗の品揃えを補完する機能を構築するほか、当社グループのインフラを活用してインタ

ーネット販売業の効率的運営及び拡大に繋げる方針です。 
なお、同社の子会社化に伴い、当社及び連結子会社より2名が取締役（非常勤）に、1名が監査役に就任し、

代表取締役社長には和賀登盛作（当社取締役、株式会社ホームセンターバロー代表取締役社長）が就任する

予定です。 
 
2． 異動する子会社の概要   

(1) 名 称 株式会社ファースト 
(2) 所 在 地 宮城県仙台市宮城野区苦竹三丁目6番10号 協和ビル 1階  
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 今野 春行 
(4) 事 業 内 容 インターネット専業の資材・工具販売業 
(5) 資 本 金 1,000万円 
(6) 設 立 年 月 日 平成8年3月6日 



(7) 大株主及び持株比率 今野 春行 70％ 
今野 松子 30％ 

(8) 当 社 と の 関 係 資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況ともに該

当事項はありません。 
(9) 当該会社の最近3年間の経営成績及び財政状態        ※百万円未満は切り捨て 
決        算       期 平成27年2月期 平成28年2月期 平成29年2月期 

  純 資 産 14百万円 21百万円 25百万円 
  総 資 産 159百万円 241百万円 259百万円 
  1  株 当 た り 純 資 産 70,217円 107,677円 128,553円 
  売 上 高 609百万円 652百万円 732百万円 
  営 業 利 益 △2百万円 5百万円 6百万円 
  経 常 利 益 △0百万円 10百万円 5百万円 
  当 期 純 利 益 0百万円 7百万円 4百万円 
  1 株当た り当期純利益 3,574円 37,459円 20,876円 

 
3． 株式取得の相手先の概要 

(1) 氏 名 今野 春行 
今野 松子 

(2) 住 所 宮城県仙台市若林区 
（3） 上場会社と当該個人 

と の 間 の 関 係 
資本関係、人的関係、取引関係はございません。また、関連当事

者にも該当いたしません。 
 

4． 取得株式数について 
同社の代表取締役今野春行氏、今野松子氏が保有する同社の発行済株式(200 株)を取得し、100%子会社と

する予定です。 
 
5． 取得価額について 

相手先の意向により、非公表とさせていただきますが、適切なデューデリジェンスを実施の上、公正妥当と考

えられる金額にて取得しております。 
 

6． 日程 
(1) 取 締 役 会 決 議 日 平成29年12月18日 
(2) 契 約 締 結 日 平成30年 2月 1日 
(3) 株 式 譲 渡 実 行 日 平成30年 2月 1日 

 
7． 今期業績に与える影響 

本件に伴う連結業績に与える影響は軽微であります。 
 
 

以 上 
 


